
009002_7_帳票要件_010個人住民税

利用
区分

内/外
対応方針に対する

判断
対応方針に反対される場合の理由・根拠

（具体的な考慮すべき運用が分かるよう記載してください）

内部 1 1 事業所情報確認リスト 0100001 登録されている事業所の一覧

＜実装必須出力条件＞
・特別徴収の有無
・休業
・除籍

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.1.

— 全国意見照会を踏まえ、代替可否の見直しを実施した。

内部 2 2 年度切替処理チェックリスト 0100002
年度切替処理で基本情報等の確認が必要と判
断されたもののチェックリスト

＜実装必須出力条件＞
・前年度の住登外課税の該当者
・生年月日の不明
・個人番号の不明
・遡及転出
・遡及転入
・氏の変更あり

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.1.

新年度の台帳作成にかかる処理（1.1.1.、1.1.2.等）の結果の確認用
に出力する。
当該処理の実施の際に併せて出力する。

実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。
また、業務を確認する中で、専用の様式での紙やデータでの出力を必
須とすることは過剰であると判断したため、EUCによる汎用的な出力で
の代替を可とした。

内部 3 3 遡り異動者一覧 0100003

賦課期日以前に遡った住記異動者の一覧
他団体課税及び課税漏れを確認する調査資料
住民記録情報の異動事由を任意に指定して、
出力する

＜実装必須出力条件＞
・住民記録情報異動事由（機能：1.1.5.）

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.1.

— 全国意見照会を踏まえ、代替可否の見直しを実施した。

内部 4 4 配偶者未特定一覧 0100004 夫婦関係が特定できなかった者の一覧

＜実装必須出力条件＞
以下の条件で夫婦関係が特定できなかった者
①昨年度配偶者設定あり新年度配偶者設定なし
②候補者が複数（子２人-子の妻1人の場合等）あり、不特定とな
る

実装必須帳
票

1.1.

条件に該当した対象者、配偶者、合致した条件を確認する。 機能要件との対応に誤りがあったため修正した。

外部 5 5 給与支払報告書（総括表） 0100005
特別徴収義務者に対して、当初課税前に送付
する総括表

＜実装必須出力条件＞
・退職者のみの事業所、廃業・休業中の事業所、及び電子媒体で
の提出事業所以外の前年度給与支払報告書提出事業所
・給与支払報告書（総括表）の発送希望

＜標準オプション出力条件＞
・給与支払報告書（個人明細書）の発送希望
・期中に特別徴収切替届出書を提出し、新規で指定番号を採番
（給与支払報告書の提出実績は無し）した事業所
・前々年に給与の支払がなく給与支払報告書がないが、前年度
（６月～12月）に特別徴収実績がある事業所
・事業所指定番号

実装必須帳
票

専用紙 1.2.

別途定義している帳票出力項目では、システム印字が必要な項目のみ
を定義している。
専用紙として印字済み（プレプリント）であることが前提の項目は、
帳票出力項目として定義していない。

内部 6 6 総括表発送対象リスト 0100006 総括表発送対象の事業所の確認用の帳票

＜実装必須出力条件＞
・総括表発送対象の抽出時点で特別徴収対象者あり
・総括表発送対象年度の前年に特別徴収対象者がいた事業者
・総括表の送付の要・不要
・前年の申告が電子申告（eLTAX等）または紙の申告

＜標準オプション抽出条件＞
・前々年退職者のみの事業所、廃業・休業中の事業所及び電子媒
体での提出事業所以外の前年度給与支払報告書提出事業所
・給与支払報告書（個人別明細書）の出力希望
・送付が必要のない対象事業所を任意で指定できる。
・給与支払報告書（総括表）の発送希望
・新規登録事業所
・普通徴収対象者しかいない事業所

実装必須帳
票

1.2.

— 機能要件の修正にあわせて、出力条件の見直しを実施した。

内部 7 7 総括表発送済リスト 0100007 総括表発送済みの事業所の確認用の帳票

＜出力項目＞
・事業所情報（事業所名・、所在地・及び送付先）
・給与支払報告書（明細書）枚数（事業所別及び合計）

実装必須帳
票

1.2.

— 実現性評価にて、総括表枚数の必要性に疑義があり、実態を踏まえ印
字は不要と判断した。

内部 8 8 事業者情報比較リスト 0100008
｢eLTAX総括表の事業者情報」と｢宛名管理シ
ステムに登録されている事業所情報」を比較
するためのリスト

実装必須帳
票

1.4.

eLTAXで提出された総括表の情報と宛名情報を比較し、システムに登録
済みの情報の更新が必要な対象を確認するためのリスト。
誤送付の防止のために利用する。

内部 9 9 給与支払報告書媒体提出事業所リスト 0100009
給与支払報告書を媒体で提出する特別徴収義
務者のリスト

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.1.

—

内部 10 10 新規特別徴収該当者提出事業所リスト 0100010

前年度以前にeLTAXで「従業員全員が普通徴
収」として給与支払報告書を提出した事業所
が、新年度になって初めて特別徴収該当者が
含まれた形で給与支払報告書を提出した事業
所を抽出したリスト

実装必須帳
票

1.4.

eLTAXの納税者ＩＤと特別徴収義務者指定番号が紐づかない事業所がな
いかを確認するためのリスト。
宛名登録がない事業所を確認し新規登録するための確認に利用する。

内部 11 11 eLTAX給与支払報告書提出事業所リスト 0100011
給与支払報告書をeLTAX経由で提出する特別
徴収義務者のリスト

標準オプ
ション帳票

1.1.

—

内部 12 12 新規eLTAX給与支払報告書提出事業所リ
スト

0100012
新規でeLTAX給与支払報告書を提出した事業
所を抽出したリスト(納税者IDを新たに変更
した事業所も含む)

実装必須帳
票

1.4.

eLTAXの納税者ＩＤと特別徴収義務者指定番号が紐づかない事業所がな
いかを確認するためのリスト。
宛名登録がない事業所を確認し新規登録するための確認に利用する。

内部 13 13 社会保険料控除算定一覧 0100013
個人ごとの前年度の社会保険料の収納額の一
覧

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.3.

—

外部 14 14 確定申告参考資料（案内） 0100014
個人ごとの前年度の社会保険料を確定申告の
参考情報として通知するための案内文書

＜実装必須出力条件＞
・前年度に確定申告の提出があったもの

標準オプ
ション帳票

専用紙（圧着は
がき）

1.3.

前年度の社会保険料を通知することで、住民の正確な申告に寄与する
もの。

○
上場株式等に係る所

得の異なる課税方式

上場株式等に係る所得の異なる課税方式の選択の廃止に対応するために文言を

修正しております。
外部 15 15 個人住民税申告書 0100015 当初課税前の送付用の住民税申告書

＜実装必須出力条件＞
・上場株式等に係る所得の異なる課税方式に関連する対象者
・「前年住民税申告書提出有無」「前年度の優先資料が個人住民
税申告書であること」「所得種類」「更正事由」「転入・出時
期」の指定（記載済みの「前年度情報」の詳細化の認識）
・支援措置対象の設定有無
・年齢
・未申告者
・発送希望者
・生活保護の有無

＜標準オプション出力条件＞
・前年度情報

＜除外条件＞
・前年度、確定申告提出者
・事業所・家屋敷課税対象者
・住登外課税者
・異動届より転勤・一括処理対象者
・死亡者
・現年課税取消分
・他団体課税者

実装必須帳
票

専用紙 1.3.

別途定義している帳票出力項目では、システム印字が必要な項目のみ
を定義している。
専用紙として印字済み（プレプリント）であることが前提の項目は、
帳票出力項目として定義していない。

上場株式等の配当所得等に係る
課税方式を一致させることとな
るため、以下の要件を削除し
た。
・上場株式等に係る所得の異な
る課税方式に関連する対象者

○
上場株式等に係る所

得の異なる課税方式

上場株式等に係る所得の異なる課税方式の選択の廃止に対応するために文言を

修正しております。
内部 16 16 申告書発送対象者リスト 0100016

申告書発送対象となっている個人の確認用の
帳票

＜実装必須出力条件＞
・上場株式等に係る所得の異なる課税方式に関連する対象者
・前年度情報([前年住民税申告書提出有無」「前年度の優先資料
が個人住民税申告書であること」「所得種類」「更正事由」「転
入・出時期」）
・支援措置対象の設定有無
・年齢
・未申告者
・発送希望者
・生活保護の有無
＜除外条件＞
・前年度確定申告提出者
・事業所・家屋敷課税対象者
・住登外課税者
・異動届より転勤・一括処理対象者
・死亡者
・現年課税取消分
・他団体課税者

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.3.

— 上場株式等の配当所得等に係る
課税方式を一致させることとな
るため、以下の要件を削除し
た。
・上場株式等に係る所得の異な
る課税方式に関連する対象者

内部 17 17 申告書発送者リスト 0100017
住民税申告書を発送した人の一覧
発送済み対象者の確認用

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.3.

—

外部 18 18 住民税申告勧奨通知 0100018
申告期限前に、住民税申告を期日までに実施
いただくための案内通知

＜実装必須出力条件＞
・住民税申告書の実装必須出力条件と同じ

標準オプ
ション帳票

汎用紙 1.3.

—

外部 19 19 簡易申告書 0100019

前年中に所得がない、前年中の所得が非課税
所得のみ又は前年中の所得の合計が各種控除
の合計額以下のものを対象に出力する帳票

＜実装必須出力条件＞
・前年所得の有無
・前年所得が非課税のみ
・前年中の所得の合計が各種控除の合計額以下

＜標準オプション出力条件＞
・一部未申告（営業・農業・不動産）及び完全未申告の別
（条件指定し、一覧・通知の出力が可能）

標準オプ
ション帳票

汎用紙 1.3.

—

機能要件との対応

構成員ご回答欄

第2.0版からの変更点分類 変更内容修正あり
第2.0版への改定理由

（第1.0版からの変更点）
実装区分

通し
項番

1.0版
項番

帳票名称 帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件帳票ID 要件の考え方・理由
用紙

（外部帳票）
用紙サイズ

（外部帳票）
代替可否

（内部帳票）
備考
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利用
区分

内/外
対応方針に対する

判断
対応方針に反対される場合の理由・根拠

（具体的な考慮すべき運用が分かるよう記載してください）

機能要件との対応

構成員ご回答欄

第2.0版からの変更点分類 変更内容修正あり
第2.0版への改定理由

（第1.0版からの変更点）
実装区分

通し
項番

1.0版
項番

帳票名称 帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件帳票ID 要件の考え方・理由
用紙

（外部帳票）
用紙サイズ

（外部帳票）
代替可否

（内部帳票）
備考

外部 20 20 申告特例（ふるさと納税ワンストップ
特例）不適用のお知らせ文書

0100020

ふるさと納税による申告特例が不適用であっ
たことをお知らせするための資料
現年含め８年分が出力可能であること

＜実装必須出力条件＞
・賦課年度

実装必須帳
票

汎用紙 A4縦 1.4.

— 宛名・問い合わせ先・発行者の印字事項について、各税目共通の事項
であるため、統一。

内部 21 21 申告特例不適用お知らせ一覧 0100021

ふるさと納税による申告特例が不適用であっ
たことをお知らせするための資料を出力した
対象者の一覧
現年含め８年分が出力可能であること

＜実装必須出力条件＞
・賦課年度

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.4.

—

内部 22 22 同一人物確認リスト 0100022
個人の基本情報を基に同姓同名、生年月日性
別等を基にした同一人の確認用のリスト
現年含め８年分が出力可能であること

＜実装必須出力条件＞
・賦課年度

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.1.

—

内部 23 23 普通徴収賦課５月退職対象確認リスト 0100023
普通徴収賦課時に特別徴収退職データの
チェックを行い、対象者を確認する帳票

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.1.

— 実現性評価の結果、多数の製品で実現が困難との回答があったため、
要件を緩和することとした。
なお、実装しない製品は対象者の確認自体が不要となる運用（製品の
持つ機能で退職者の徴収区分も正しく設定される）を想定しており、
業務に影響はないと判断している。

内部 24 25 当初課税資料確認一覧表
（事業所照会）

0100024
当初課税資料確認一覧表
（事業所照会）

＜実装必須出力条件＞
・提出された給与支払報告書が個人特定できない場合
・受給者ごとの支払額が非課税限度額を超える場合
・個人特定不可で回送先自治体が不明（マイナンバーの記載がな
いなど）の場合
・所得税の住宅借入金等特別控除の額＞０の場合
・源泉徴収税額＝０の場合
・住宅借入金等特別控除可能額＝０の場合

＜出力項目＞
・氏名
・住所
・生年月日
・受給者番号
・事業所内一連番号

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.4.

当初課税資料にかかる特別徴収義務者への確認が必要な対象者をリス
ト化したもの。

実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。

外部 25 26 当初課税資料確認用文書 0100025
当初課税資料にかかる確認が必要な個人の課
税情報の照会用文書

＜実装必須出力条件＞
・提出された給与支払報告書が個人特定できない場合
・受給者ごとの支払額が非課税限度額を超える場合
・個人特定不可で回送先自治体が不明（マイナンバーの記載がな
いなど）の場合
・所得税の住宅借入金等特別控除の額＞０の場合
・源泉徴収税額＝０の場合
・住宅借入金等特別控除可能額＝０の場合

＜出力項目＞
・照会先特別徴収義務者の所在地・名称・特別徴収義務者指定番
号・課税資料番号
・照会対象者の受給者番号・氏名・生年月日・住所
・照会元市町村の所在地・担当名・電話番号

実装必須帳
票

汎用紙 EUCで代替可 1.4.

— 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。
また、業務を確認する中で、専用の様式での紙やデータでの出力を必
須とすることは過剰であると判断したため、EUCによる汎用的な出力で
の代替を可とした。
加えて、WTでの検討結果を優先し、レイアウトは策定しない方針とし
た。

外部 26 27 他団体回送資料 0100026
自団体に課税権がなく、他団体への送付が必
要な資料の回送用文書（「回送先」「送付文
書」「送付資料」「事業所返送」）

実装必須帳
票

汎用紙 1.4.

—

内部 27 28 回送資料一覧 0100027 回送用文書を出力した対象の一覧

＜出力項目＞
・資料種別（回送対象の課税資料の種類）
・資料番号
・氏名
・住所
・生年月日
・回送先情報（回送先団体名）
・徴収方法（特別徴収・普通徴収）

実装必須帳
票

1.4.

— 機能要件にて、「資料種別」を個別に記載していないため詳細を補記
した。
なお、補記した通り、「資料種別」は「回送対象の課税資料の種類」
を意図しており、個別の項目として管理することは不要と判断してい
る。

外部 28 29 給与支払報告書_個票 0100028

システムで管理している給与支払報告書情報
（電子申告データ）を省令様式の給与支払報
告書に出力する
年度や追加・訂正分も記載する

＜実装必須出力条件＞
・特別徴収義務者
・納税義務者
・個人未特定

実装必須帳
票

汎用紙 1.4.

eLTAXや媒体経由で、電子データでの提出分の申告情報を省令様式で出
力したもの。
回送や照会回答用に使用することを想定している。

外部 29 30 公的年金等支払報告書_年金個票 0100029

システムで管理している公的年金等支払報告
書情報（電子申告データ）を省令様式の公的
年金等支払報告書に出力する
年度や追加・訂正分も記する

＜実装必須出力条件＞
・特別徴収義務者
・納税義務者
・個人未特定

実装必須帳
票

汎用紙 1.4.

eLTAXや媒体経由で、電子データでの提出分の申告情報を省令様式で出
力したもの。
回送や照会回答用に使用することを想定している。

内部 30 31 （国税連携）イメージ印刷 0100030
課税情報を基に作成した、国税連携資料のイ
メージ化して出力する

＜実装必須出力条件＞
・個人未特定

＜標準オプション出力条件＞
・連絡不可（取消）データの受付番号と取込済みの確定申告書の
受付番号でマッチングした処理結果

実装必須帳
票

代替不可 1.4.

eLTAX（国税連携システム）経由で、電子データでの提出分の課税資料
情報を出力したもの。
回送や照会回答用に使用することを想定している。

内部 31 32 住宅借入金等特別税額控除リスト 0100031
住宅借入金等特別税額控除があるもののリス
ト
控除額等の確認用資料

＜出力項目＞
・当該報告課税年度の適用人数
・市区町村民税分の控除額合計
・都道府県民税部分の控除額合計
・市区町村民税分と都道府県民税分の合計
・以上の報告事項のうち、前年中に居住開始した方の分の適用人
数

実装必須帳
票

EUCで代替可 2.1.

— 実現性評価の結果、一定数の製品で震災特例分の内訳に対応困難であ
ることが判明したため、要件を緩和することとした。

内部 32 33 分離譲渡・繰越控除リスト 0100032
分離譲渡所得があるもの及び繰越控除がある
もののリスト
所得額及び控除額等の確認用資料

実装必須帳
票

EUCで代替可 2.1.

—

内部 33 34 被扶養専従者特定不可リスト 0100033
被扶養専従者特定ができなかったもののリス
ト

＜出力項目＞
・前年度の徴収区分
・新年度の徴収区分

実装必須帳
票

EUCで代替可 2.1.

—

内部 34 35 扶養更新エラーリスト 0100034
扶養情報を更新したもののうち、エラーと
なった対象の一覧

＜実装必須出力条件＞
・扶養者、被扶養者の所得要件の超過
・年齢要件の誤り
・被扶養者（所得金額調整控除対象被扶養者含む）が特定できな
かったもの
・事業専従者かつ被扶養者（所得金額調整控除対象被扶養者含
む）となっているもの
・配偶者特別控除の重複
・扶養（同一生計配偶者含む）の重複
・扶養人数と被扶養者（所得金額調整控除対象被扶養者含む）情
報不一致
・配偶者所得の不一致
・「ひとり親控除」の条件に該当しないもの
・「障害者控除」の条件に該当しないもの
・対象者特定時のエラー（マイナンバーのみで一致している、生
年月日とカナ氏名が一致するが、マイナンバーが違う）

＜出力項目＞
・エラー情報
・扶養削除
・追加
・内訳

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.1.

— 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。

内部 35 36 当初特別徴収異動処理結果リスト 0100035

当初特別徴収異動処理の処理結果、２か年処
理（例：前年度の退職異動結果より、新年度
の当初から異動させておく処理）の一括処理
結果を出力するリスト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.4.

—

内部 36 37 控除対象配偶者、配偶者特別控除及び
被扶養者等チェックリスト

0100036 控除対象となるかの確認用のリスト
実装必須帳

票
EUCで代替可 2.2.

—

内部 37 39 死亡、転出及び消除者リスト 0100037
死亡、転出及び消除として登録されている者
の一覧

＜実装必須出力条件＞
・死亡者
・転出者
・消除者
・異動年月日（期間指定）

＜標準オプション条件＞
・出国者
・異動年月日（前回出力からの差分及び更正処理結果（通知書発
送対象者））

＜出力項目＞
・転出者については転出先・出国先

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.1.

— 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。
また、出力項目の「出国者」の必要性の見直しを踏まえ、帳票名称を
修正した。

2 / 12



利用
区分

内/外
対応方針に対する

判断
対応方針に反対される場合の理由・根拠

（具体的な考慮すべき運用が分かるよう記載してください）

機能要件との対応

構成員ご回答欄

第2.0版からの変更点分類 変更内容修正あり
第2.0版への改定理由

（第1.0版からの変更点）
実装区分

通し
項番

1.0版
項番

帳票名称 帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件帳票ID 要件の考え方・理由
用紙

（外部帳票）
用紙サイズ

（外部帳票）
代替可否

（内部帳票）
備考

内部 38 40 普通徴収賦課計算中止対象者リスト 0100038
普通徴収賦課時に併用徴収データのチェック
を行い、エラー分を表示する帳票

実装必須帳
票

EUCで代替可 2.1.

—

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 外部 39 41 特別徴収納入書 0100039

地方税法及び森林環境税法（森林環境税及び
森林環境譲与税に関する法律）に基づき確定
した税額を特別徴収義務者が納入するための
納入書

＜実装必須出力条件＞
・事業所
・例月処理により、新たに特別徴収義務が発生した事業所
・事業所の送付希望

＜標準オプション出力条件＞
・非課税・課税の別
・均等割
・森林環境税
・税額の印字の有無
・納期特例を承認した事業者（前期又は後期及び一括又は個別）

実装必須帳
票

専用紙 4.1.

別途定義している帳票印字項目では、システム印字が必要な項目のみ
を定義している。
専用紙として印字済み（プレプリント）であることが前提の項目は、
帳票出力項目として定義していない。

省令様式の変更要否を含め精査が完了したため。 新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 外部 40 42 特別徴収税額決定通知書（特別徴収義
務者用）

0100040

地方税法及び森林環境税法（森林環境税及び
森林環境譲与税に関する法律）に基づき、決
定した税額を特別徴収義務者に対して通知す
るもの

＜実装必須出力条件＞
・当初処理・更正処理

＜標準オプション出力条件＞
・非課税の対象者
・即時処理での個別発行及び例月処理時の一括発行
・事業所の送付希望

＜実装必須除外条件＞
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場
合には除外対象者のリスト（帳票）を出力すること）。

＜標準オプション除外条件＞
・全対象者が非課税の事業所に対する通知作成（出力の要否を選
択する）

実装必須帳
票

専用紙 4.1.

同上 実現性評価の結果、多数の製品で一部の条件に対応が困難であること
が判明したため、要件を緩和した。

新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 外部 41 43 特別徴収税額変更通知書（特別徴収義
務者用）

0100041

地方税法及び森林環境税法（森林環境税及び
森林環境譲与税に関する法律）に基づき、更
正・決定があった場合に、特別徴収義務者に
対して更正・決定内容を通知するもの

＜実装必須出力条件＞
・当初処理・更正処理

＜標準オプション出力条件＞
・非課税の対象者
・即時処理での個別発行及び例月処理時の一括発行
・事業所の送付希望

＜実装必須除外条件＞
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場
合には除外対象者のリスト（帳票）を出力すること）。

＜標準オプション除外条件＞
・全対象者が非課税の事業所に対する通知作成（出力の要否を選
択する）

実装必須帳
票

専用紙 4.1.

同上 実現性評価の結果、多数の製品で一部の条件に対応が困難であること
が判明したため、要件を緩和した。

新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 外部 42 44 特別徴収税額決定通知書（納税義務者
用）

0100042

地方税法及び森林環境税法（森林環境税及び
森林環境譲与税に関する法律）に基づき、決
定した税額を納税義務者に対して通知するも
の

＜実装必須出力条件＞
・当初処理・更正処理

＜標準オプション出力条件＞
・非課税の対象者
・即時処理での個別発行及び例月処理時の一括発行
・事業所の送付希望

＜実装必須除外条件＞
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場
合には除外対象者のリスト（帳票）を出力すること）。
・税額等の変更がない更正処理による特別徴収税額決定通知書
（納税義務者用）は一括発行の対象外となること。ただし、転勤
による変更又は新規非課税事業所にも特別徴収通知を発行する。
・新規非課税者の特別徴収税額決定通知書（納税義務者用）は更
正処理に基づく一括発行の対象外となること。

＜標準オプション除外条件＞
・全対象者が非課税の事業所に対する通知作成

実装必須帳
票

専用紙（圧着用
紙）

4.1.

同上 実現性評価の結果、多数の製品で一部の条件に対応が困難であること
が判明したため、要件を緩和した。

新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 外部 43 45 特別徴収税額変更通知書（納税義務者
用）

0100043

地方税法及び森林環境税法（森林環境税及び
森林環境譲与税に関する法律）に基づき、更
正・決定があった場合に、納税義務者に対し
て更正・決定内容を通知するもの

＜実装必須出力条件＞
・当初処理・更正処理

＜標準オプション出力条件＞
・非課税の対象者
・即時処理での個別発行及び例月処理時の一括発行
・事業所の送付希望

＜実装必須除外条件＞
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場
合には除外対象者のリスト（帳票）を出力すること）。

＜標準オプション除外条件＞
・全対象者が非課税の事業所に対する通知作成

実装必須帳
票

専用紙（圧着用
紙）

4.1.

同上 実現性評価の結果、多数の製品で一部の条件に対応が困難であること
が判明したため、要件を緩和した。

新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

内部 44 46 特別徴収税額通知作成結果 0100044
特別徴収税額通知（当初・例月）の作成結果
の明細表

＜実装必須出力条件＞
・紙通知（外部委託用データ含む）
・電子通知（eLTAX/・電子媒体）
＜出力項目＞
・支払者別の特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）の作成枚数
・支払者別の特別徴収税額通知（納税者用）の作成枚数
・支払者別の納入書の作成枚数
・支払者別の特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）の作成枚数
内訳（紙・電子）
・支払者別の特別徴収税額通知（納税者用）の作成枚数内訳
（紙・電子）

実装必須帳
票

EUCで代替可 4.1.

—

外部 45 47 通知書（事業所用eLTAX分） 0100045
eLTAX経由で特別徴収税額を通知した旨をお
知らせするための文書

標準オプ
ション帳票

汎用紙 4.1.

—

内部 46 48 納税通知書発送者リスト 0100046
発送者のうち相続人代表者が設定されていな
いものを確認するために利用する納税通知書
の発送者のリスト

実装必須帳
票

EUCで代替可 4.2.

—

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 外部 47 49 納税通知書 0100047
地方税法及び森林環境税法（森林環境税及び
森林環境譲与税に関する法律）に基づき、納
税義務者に対して税額を通知するもの

＜実装必須出力条件＞
・当初処理・更正処理
・通知日
・発送日

＜標準オプション出力条件＞
・個別対応の事由
・分離課税に係る所得割分の対象者

＜除外条件＞
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場
合には除外対象者のリスト（帳票）を出力すること）。
・当初課税時だけでなく、随時更正時でも普通徴収税額に変更の
なかった場合は一括発行の対象外とできること（徴収方法の変更
の場合は、普徴税額が変わるため納通を発行できること。還付額
が発生又は変更になった場合は発行できること）。

実装必須帳
票

専用紙 4.2.

当初通知書、随時課税分通知書及び
年金特別徴収通知書を含む

別途定義している帳票印字項目では、システム印字が必要な項目のみ
を定義している。
専用紙として印字済み（プレプリント）であることが前提の項目は、
帳票出力項目として定義していない。

省令様式の変更要否を含め精査が完了したため。
また、分離課税にかかる機能要件の見直しに対応し、一部要件を緩和
した。

新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。
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利用
区分

内/外
対応方針に対する

判断
対応方針に反対される場合の理由・根拠

（具体的な考慮すべき運用が分かるよう記載してください）

機能要件との対応

構成員ご回答欄

第2.0版からの変更点分類 変更内容修正あり
第2.0版への改定理由

（第1.0版からの変更点）
実装区分

通し
項番

1.0版
項番

帳票名称 帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件帳票ID 要件の考え方・理由
用紙

（外部帳票）
用紙サイズ

（外部帳票）
代替可否

（内部帳票）
備考

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 外部 48 50 税額変更通知書 0100048

地方税法及び森林環境税法（森林環境税及び
森林環境譲与税に関する法律）に基づき、税
額変更の必要が生じた場合に、納税義務者に
対して税額変更内容を通知するもの

＜実装必須出力条件＞
・当初処理・更正処理
・通知日
・発送日

＜標準オプション出力条件＞
・個別対応の事由
・分離課税に係る所得割分の対象者

＜除外条件＞
・一括発行前に、オンライン上で個別出力した帳票（除外した場
合には除外対象者のリスト（帳票）を出力すること）。
・当初課税時だけでなく、随時更正時でも普通徴収税額に変更の
なかった場合は一括発行の対象外とできること（徴収方法の変更
の場合は、普徴税額が変わるため納通を発行できること。還付額
が発生又は変更になった場合は発行できること）。
・新規非課税者の納税通知書は更正処理に基づく一括発行の対象
外とできること。

実装必須帳
票

専用紙 4.2.

同上 分離課税にかかる機能要件の見直しに対応し、一部要件を緩和した。 新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 内部 49 51 税額変更決議資料 0100049

地方税法及び森林環境税法（森林環境税及び
森林環境譲与税に関する法律）に基づき、税
額変更を行う場合に、内部で税額変更内容を
決議するもの
徴収区分別に頭紙となる決議書の単票と、対
象者の一覧又は人数のサマリを出力する

実装必須帳
票

代替不可 4.2.

— 新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 外部 50 52 納付書 0100050

地方税法及び森林環境税法（森林環境税及び
森林環境譲与税に関する法律）に基づいて確
定した税額の納税用の納付書
詳細仕様（印字項目、収納チャネルへの対応
等）は、収納業務の帳票仕様に定義した通り
とする

＜実装必須出力条件＞
・納税通知書の締切日（任意に指定）

＜標準オプション出力条件＞
・年税一括納付済みかつ年税額減にもかかわらず、期割の端数調
整のために一部の期別に増があった該当者。

実装必須帳
票

専用紙 4.2.

— 新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

内部 51 53 年金特別徴収依頼　対象者リスト 0100051 年金特別徴収依頼の対象者リスト
実装必須帳

票
EUCで代替可 4.3.

—

内部 52 54 ７月年金特別徴収チェックリスト 0100052

７月時点の年金特別徴収対象者のチェックリ
スト
年税額確定後、10月からの本徴収開始前に対
応が必要な対象を抽出したもの

＜実装必須出力条件＞
・住登者以外で本年度本徴収10月に調定額がある対象者
・住登者で新年度特別徴収対象者情報(00通知)あり、賦課情報の
年金特別徴収対象区分が「非対象」になっている対象者
・新年度年金特別徴収の対象者で課税取消となっている対象者
・年金分税額＝本年度仮徴収４～８月の合計の対象者

実装必須帳
票

EUCで代替可 4.3.

—

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 外部 53 55 年金特別徴収停止通知書 0100053

地方税法及び森林環境税法（森林環境税及び
森林環境譲与税に関する法律）に基づき、決
定した年金特別徴収の仮徴収の停止を納税義
務者に対して通知するもの

実装必須帳
票

汎用紙 4.3.

— WTでの検討結果を優先し、レイアウトは策定しない方針とした。 新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

内部 54 56 年金特別徴収停止判定者リスト 0100054 年金特別徴収停止と判定した対象者のリスト
実装必須帳

票
EUCで代替可 4.3.

—

内部 55 57 年金特別徴収　「特別徴収対象者の通
知」取込結果集計表

0100055
eLTAX経由で取り込んだ、年金特別徴収「特
別徴収対象者の通知（00通知）」の義務者別
の集計表

実装必須帳
票

EUCで代替可 4.3.

EUC機能以外でも、eLTAX経由で取り
込んだ年金特別徴収「特別徴収対象
者の通知（00通知）」を画面で確認
できれば可とする。

— 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。
また、業務を確認する中で、紙やデータによりシステム外に出力を必
須とすることは過剰であると判断したため、画面確認による代替を可
とした。

内部 56 58 【年金特別徴収定期】　税額変更対象
者一覧

0100056 年金特別徴収の税額変更対象者一覧
実装必須帳

票
EUCで代替可 4.3.

—

内部 57 59 年金特別徴収　特別徴収結果集計表 0100057
eLTAX経由で取り込んだ、年金特別徴収
「特別徴収結果の通知（22通知）」データの
義務者別の集計表

実装必須帳
票

EUCで代替可 4.3.

—

内部 58 60 住登外候補者住基地確認用一覧表 0100058
住登外の宛名に課税がなされている対象者に
ついて、住基地を確認する目的の一覧表

実装必須帳
票

EUCで代替可 2.3.

—

内部 59 61 住登外登録対象者リスト
0100059

住登外課税登録対象者として、システムに登
録されている者のリスト

実装必須帳
票

EUCで代替可 2.3.

—

外部 60 62 294-3通知 0100060
地方税法第294条第３項に基づき、他団体の
長に対して通知するもの

標準オプ
ション帳票

汎用紙 2.3.

— 実現性評価にて、電子化による対応が普及されており、紙での対応が
必要な場面が限定的であることを確認できたため、必要性を緩和し
た。

内部 61 63 294-3通知発送者リスト 0100061
地方税法第294条第３項に基づき、他団体の
長に対して通知した対象者の一覧

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.3.

原則は電子での通知を想定している
が、システム仕様上の理由で対象者
の住所コードを管理できていない場
合など、紙での出力は標準オプショ
ンとして想定している

— 実現性評価にて、電子化による対応が普及されており、紙での対応が
必要な場面が限定的であることを確認できたため、必要性を緩和し
た。

内部 62 64 税務署閲覧対象一覧 0100062

税務署調査が必要な対象者の一覧
税務署に提示する場合もあるため、対象の名
前及び住所のほか、確定申告データの内容を
基に、税務署台帳の番号及び税務署が振って
いる整理番号等を出力する

＜出力項目＞
・税務署台帳の番号
・税務署が振っている整理番号
・氏名
・住所
・生年月日
・税務署調査内容

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.4.

—

外部 63 65 非違事項連絡箋 0100063 税務署への非違事項の連絡箋
標準オプ

ション帳票
汎用紙 5.2.

— 実現性評価にて、電子化による対応が普及されており、紙での対応が
必要な場面が限定的であることを確認できたため、必要性を緩和し
た。

内部 64 66 税務署連絡せん対象者一覧表 0100064 税務署への非違事項の連絡箋の対象者一覧
標準オプ

ション帳票
EUCで代替可 5.2.

原則は電子での通知を想定している
が、紙での出力は標準オプションと
して想定している

— 実現性評価にて、電子化による対応が普及されており、紙での対応が
必要な場面が限定的であることを確認できたため、必要性を緩和し
た。

外部 65 67 課税に係わる住所等について（照会・
回答）

0100065

納税義務者宛の本人の住所確認の照会文書
納税義務者本人からの申出等の特別な事情に
より,課税資料に記載の住所と基本情報とし
て把握している住所が異なる場合に送付する

＜実装必須出力条件＞
・確定申告書や給与支払報告書などの住所が、住民票の住所と異
なる場合
・扶養人数不一致の対象者のうち、扶養者の個人が特定できてい
ない対象
・住登外課税者で住民登録地が確認できていない者

標準オプ
ション帳票

汎用紙 5.1.

住民票と居住地が異なる事実を特別徴収義務者に知られたくない場合
や、課税資料が年金支払報告書のみで事業所に確認できない場合な
ど、システムで把握している納税義務者の住所宛に手紙を送付するこ
とを想定している。

実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。
また、業務の確認を通して、出力を必須とすることは過剰な要求であ
ると判断したため、必要性を緩和した。

外部 66 68 住登外扶養照会通知（照会） 0100066 他団体宛の扶養親族の存在確認用の照会文書
実装必須帳

票
汎用紙 5.1.

— WTでの検討結果を優先し、レイアウトは策定しない方針とした。

帳票WTで検討した結果、「扶養者」から「扶養親族」へ修正した。

外部 67 69 扶養調査に関する照会文書 0100067
納税義務者宛の扶養親族の存在確認用の照会
文書

実装必須帳
票

汎用紙 A4縦 5.1.

— 宛名や問い合わせ先等の印字事項につきましては、各税目共通の事項
であるため、統一しております。

帳票WTで検討した結果、「扶養者」から「扶養親族」へ修正した。

外部 68 70 扶養親族の状況について（照会）【事
業所】

0100068

事業所宛の扶養親族の存在確認用の照会文書
被扶養者の特定でまだ未特定の者がいる申告
主で、優先資料が給与支払報告書で特別徴収
指定番号を持つものの事業所宛を出力する

実装必須帳
票

汎用紙 A4縦 5.1.

— 宛名・問い合わせ先・発行者の印字事項につきましては、各税目共通
の事項であるため、統一しております。

帳票WTで検討した結果、「扶養者」から「扶養親族」へ修正した。

外部 69 71 扶養親族の所得状況等について（照会･
回答）

0100069 他団体宛の扶養親族の所得確認用の照会文書
実装必須帳

票
汎用紙 A4縦 5.1.

— 宛名・問い合わせ先・発行者の印字事項につきましては、各税目共通
の事項であるため、統一しております。

帳票WTで検討した結果、「扶養者」から「扶養親族」へ修正した。
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代替可否

（内部帳票）
備考

外部 70 72 所得照会書（事業所・家屋敷課税者） 0100070
他団体宛の事業所・家屋敷課税対象者の所得
確認用の照会文書

実装必須帳
票

汎用紙 A4縦 5.1.

— 宛名・問い合わせ先・発行者の印字事項につきましては、各税目共通
の事項であるため、統一しております。

内部 71 73 未申告対象者リスト 0100071 期限内に申告がないもののリスト
＜標準オプション出力条件＞
・国外に出国していると過去に申告があった者の出国期間

実装必須帳
票

EUCで代替可 3.1.

—

外部 72 74 未申告案内通知書（催告書） 0100072

期限内に申告がないものに対して申告を催告
する書面
課税資料が何も提出されていない該当者への
通知
前年申告があり、事業や不動産の収入がある
場合で今年度申告がない対象者や、前年中に
転入してきた者、報酬などの支払調書の情報
がなく未申告の者など、一定の条件で抽出し
た対象者に送付する

＜標準オプション出力条件＞
・前年度情報
・年齢
・未申告者
・発送希望者
・生活保護の有無
・一部未申告（営業・農業・不動産）及び完全未申告の別
（条件指定し、一覧・通知の出力が可能）

実装必須帳
票

汎用紙 3.1.

— 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。
また、WTでの検討結果を優先し、レイアウトは策定しない方針とし
た。

外部 73 75 未申告通知書（法定調書_給与支払報告
書）

0100073
期限内に給与支払報告書の提出がないものに
対して催告する書面

標準オプ
ション帳票

汎用紙 3.1.

— 実現性評価にて、要件の緩和を求められたため、業務上の必要性を確
認し、出力を必須とすることは過剰な要求であると判断したため、必
要性を緩和した。

外部 74 76 未申告通知書（法定調書_本人） 0100074

期限内に申告がないものに対して申告を催告
する書面
何らかの課税資料は提出されているが報酬や
配当などの法定調書分について申告されてい
ない該当への通知
法定調書の情報から経費などの未申告を把握
した者、報酬等の法定調書の提出があるが当
該報酬等に対する申告がない者など、一定の
条件で抽出した対象者に送付する

標準オプ
ション帳票

汎用紙 3.1.

— 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。

外部 75 77 未申告明細（法定調書_本人） 0100075
期限内に申告がないものに対して申告を催告
する書面（支払いの明細）

標準オプ
ション帳票

汎用紙 3.1.

—

内部 76 78 催告用住民税申告書発送者リスト 0100076

期限内に申告がないものに対して申告を催告
する書面の発送リスト
実際に申告の催告書（未申告通知書）を出力
した対象者の一覧

実装必須帳
票

EUCで代替可 3.1.

—

内部 77 79 年金特別徴収入金確認表 0100077
年金特別徴収にて徴収された金額を入金者、
収納年月日及び領収年月日毎に集計したもの

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 3.5.

— 標準仕様内での表現を統一するため、収納側で使用している名称に合
わせた。

内部 78 80 異動者リスト 0100078

指定範囲内で異動のあった対象データの帳票
出力制御に関連するデータの一覧
異動前の情報と異動後の情報を印字し、比較
して確認する

＜実装必須出力条件＞
・異動年月日（期間指定）
・処理年月日（期間指定）　※処理年月日は個別/一括で異動情報
が設定された日付

＜出力項目＞
・合計所得金額・総所得金額・総所得金額等・収入所得明細・控
除明細・控除合計・課税標準・税額・期割・徴収区分・扶養の内
訳・本人該当区分・住控補助金等額・寄附金支払額・配当割・株
譲割・税額控除前所得割（市・県）・調整控除（市・県）・配当
控除（市・県）・住宅借入金等特別控除（市・県）・寄附金控除
（市・県）・外国税額控除（市・県）・所得割調整額（市・
県）・所得割額（市・県）・均等割額（市・県）・減免額・還付
額・異動年月日・異動事由・通知事由・納付方法・特別徴収義務
者指定番号・受給者番号・宛名番号・年金種類

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.1.

— 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。

内部 79 81 当初課税・更正処理件数集計表 0100079 当初課税及び更正処理の件数を集計したもの
標準オプ

ション帳票
EUCで代替可 6.1.

—

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 内部 80 82 調定表 0100080

現年分及び過年分、所得税割及び均等割並び
に市区町村民税及び都道府県民税等の調定情
報
集計対象とする異動事由を任意に選択できる

＜実装必須出力条件＞
・課税年度（現年度、過年度（年度単位）並びに現年度及び過年
度（年度単位））
・調定年度
・徴収区分（普通徴収（年金含む）、普通徴収（年金含まな
い）、普通徴収（年金のみ）、特別徴収（年金含む）、特別徴収
（年金含まない）、特別徴収（年金のみ）及び全体分）
・特別徴収の課税年度及び調定年度（特別徴収・前年度課税当該
年度調定分、特別徴収・当該年度課税当該年度調定分及び特別徴
収当該年度課税分翌年度調定分）
・異動分のみ

＜出力項目＞
・市区町村民税・都道府県民税・森林環境税
・均等割・所得割
・前月分、今月増分、今月減分、今月増減及び累計の額と件数
・異動事由（課税取消分、新規課税分、給与特別徴収から普通徴
収への切替分、普通徴収から給与特別徴収への切替分、年金特別
徴収から普通徴収への切替分、減免分）ごとの額と件数
・調定年度
・課税年度
・徴収区分
・期別毎の額と件数

※併用徴収については以下の取り扱いとする。
【件数】
・該当する徴収区分ごとに１件として計上する（重複して計
上）。
・均等割の件数については、重複しないよう計上する。
【額】
・該当する徴収区分ごとに振り分けて計上する(重複しない)。

実装必須帳
票

EUCで代替可 6.1.

— 機能要件で、退職分離分の参照の機能を実装必須としていないため、
出力項目の規定から削除した。
また、併せて誤字を修正した。

森林環境税の新設に伴い、出
力項目を追加した。

内部 81 83 異動調定一覧表 0100081
指定した期間内に調定異動があった対象者の
課税情報を出力した一覧

＜実装必須出力条件＞
・異動年月日（期間指定）
＜出力項目＞
・税額計算結果
・減免額
・既納付額
・差引額

実装必須帳
票

EUCで代替可 6.1.

—

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 内部 82 84 賦課状況報告書（月間比較表） 0100082

税額及び人員を、均等割、所得割、森林環境
税、退職分離分及び歳入年度の別に集計し、
前月との比較（現年度のみ、過年度のみ並び
に現年度及び過年度の合計）するための資料
都道府県、市町村及び特別区の別に集計する

＜実装必須出力条件＞
・課税年度（現年度、過年度（年度単位）並びに現年度及び過年
度）
・集計基準月
＜出力項目＞
・税額（均等割・所得割・退職分離分・歳入年度）の集計（基準
月、前月及び差分別に集計）
・人数（均等割・所得割・退職分離分・歳入年度）の集計（基準
月、前月及び差分別に集計）

実装必須帳
票

EUCで代替可 6.1.

— 新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

内部 83 85 賦課状況報告書（前年度比較表） 0100083
金額及び人員を、市区町村民税及び都道府県
民税並びに特別徴収及び普通徴収の別に集計
し、前年度との比較するための資料

＜実装必須出力条件＞
・課税年度
＜出力項目＞
・税額（市区町村民税・都道府県民税及び特別徴収・普通徴収）
の集計（指定した課税年度及び前年度の別に集計）
・人数（市区町村民税・都道府県民税及び特別徴収・普通徴収）
の集計（指定した課税年度及び前年度の別に集計）

実装必須帳
票

EUCで代替可 6.1.

—

内部 84 86 賦課状況報告書 増減対象者一覧 0100084
指定した期間内に税額の増減が発生した対象
者の一覧

＜実装必須出力条件＞
・異動年月日（期間指定）

実装必須帳
票

EUCで代替可 6.1.

—

内部 85 87 異動全件リスト 0100085
指定した期間内に異動登録のあった対象者の
全件リスト

＜実装必須出力条件＞
・異動年月日（期間指定）

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.1.

—
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利用
区分

内/外
対応方針に対する

判断
対応方針に反対される場合の理由・根拠

（具体的な考慮すべき運用が分かるよう記載してください）

機能要件との対応

構成員ご回答欄

第2.0版からの変更点分類 変更内容修正あり
第2.0版への改定理由

（第1.0版からの変更点）
実装区分

通し
項番

1.0版
項番

帳票名称 帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件帳票ID 要件の考え方・理由
用紙

（外部帳票）
用紙サイズ

（外部帳票）
代替可否

（内部帳票）
備考

内部 86 88 調定額試算帳票 0100086 翌年度の調定額のシミュレーション結果
＜実装必須出力条件＞
・調定年度

標準オプ
ション帳票

6.1.

—

内部 87 89 分離譲渡に係る税額集計表 0100087 分離課税譲渡分の税額集計表

＜実装必須出力条件＞
・調定年度

＜出力項目＞
分離短期、分離長期、一般株等譲渡、上株等譲渡、上株配当等、
先物取引のそれぞれについて以下の集計結果を出力する。
・納税義務者数（市町村・道府県）
・納税義務者数（合計）
・所得割額（市町村・道府県）
・所得割額（合計）

実装必須帳
票

EUCで代替可 6.1.

— 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 内部 88 90 特別徴収還付対象者リスト 0100088

地方税法及び森林環境税法（森林環境税及び
森林環境譲与税に関する法律）に基づく更正
処理等の結果、特別徴収税額の還付が生じた
ものの一覧

実装必須帳
票

EUCで代替可 6.1.

— 新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 内部 89 91 特別徴収過年度減額者一覧 0100089

地方税法及び森林環境税法（森林環境税及び
森林環境譲与税に関する法律）に基づく更正
処理等の結果、過年度の特別徴収税額が減額
となったものの納税義務者別一覧

＜出力項目＞
・調定額
・異動事由

実装必須帳
票

EUCで代替可 3.7.

特別徴収の還付処理の際は、特徴義務者（事業所）に還付するか納税
義務者に還付するか確認する用途で利用する帳票

機能要件で定義している項目に表現を統一した。
また、実現性評価にて、本帳票を利用する状況について詳細化を求め
られたため、要件の考え方・理由を追記することとした。

新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 内部 90 92 控除不足対象者リスト 0100090
配当割額・株式等譲渡所得割額控除額に係る
控除不足額が生じた対象者の一覧

＜出力項目＞
・配当割額・株式等譲渡所得割額控除額
・所得割額（控除前・後）
・控除不足額
・均等割額
・森林環境税額
・充当（又は委託納付）額
・還付金額

実装必須帳
票

EUCで代替可 2.1.

— 新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 外部 91 93 配当割額・株式等譲渡所得割額　充当
（又は委託納付）額通知書

0100091

納税通知書の出力されないもの（給与特別徴
収対象者）を対象に、配当割額・株式等譲渡
所得割額にかかる充当（又は委託納付）処理
した者に対する充当（又は委託納付）額の通
知
普通徴収対象者は、納税通知書様式を利用す
る

標準オプ
ション帳票

汎用紙 2.1.

— 実現性評価にて、要件の緩和を求められたため、業務上の必要性を確
認し、出力を必須とすることは過剰な要求であると判断したため、必
要性を緩和した。
また、WTでの検討結果を優先し、レイアウトは策定しない方針とし
た。

新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 内部 92 94
配当割額・株式等譲渡所得割額　充当
（又は委託納付）額通知書発送者リス
ト

0100092
配当割額・株式等譲渡所得割額に係る充当
（又は委託納付）処理した者に対する充当
（又は委託納付）額の通知の発送者リスト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.1.

— 実現性評価にて、要件の緩和を求められたため、業務上の必要性を確
認し、出力を必須とすることは過剰な要求であると判断したため、必
要性を緩和した。

新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

外部 93 95 配当割額・株式等譲渡所得割額　還付
額通知書

0100093
非課税者で還付額がある者、戻入額が生じる
者及び課税者で還付額がある者について、還
付通知とは別に送付する通知文書

標準オプ
ション帳票

汎用紙 2.1.

— WTでの検討結果を優先し、レイアウトは策定しない方針とした。
また、機能要件の見直しと合わせて要件を緩和した。

内部 94 96 配当割額・株式等譲渡所得割額　還付
額通知書発送者リスト

0100094
配当割額・株式等譲渡所得割額に係る還付処
理した者に対する還付額の通知の発送者リス
ト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.1.

— 機能要件の見直しと合わせて要件を緩和した。

外部 95 97 所得証明書 0100095
個人の所得証明書
課税証明書及び非課税証明書としても利用す
る

＜実装必須出力条件＞
・課税年度
・納税義務者

実装必須帳
票

汎用紙 A4縦/横 4.5.

課税項目（課税標準額、所得控除、
税額控除等）及び扶養・本人控除項
目等を含む

所得証明書であるが、課税証明や非課税証明としても利用する帳票。
利用目的に応じて、控除額等の項目については、発行時に印字有無を
選択することとしている。

宛名や問い合わせ先等の印字事項につきましては、各税目共通の事項
であるため、統一しております。

外部 96 98 所得照会回答書 0100096
他団体及び外部機関からの所得情報の照会に
対する回答書

標準オプ
ション帳票

汎用紙 5.2.

情報提供ネットワーク経由での照会業務の実施が前提となるため、標
準オプション帳票としている。

全体方針として、帳票レイアウトを作成しない帳票要件は印字項目を
作成しないこととしたため。

内部 97 99 課税台帳 0100097
システムに登録されている基本情報、申告情
報及び課税情報を台帳形式で出力したもの

＜実装必須出力条件＞
・課税年度
・納税義務者

実装必須帳
票

2.1.

—

内部 98 100 事業所・家屋敷課税者リスト 0100098 事業所・家屋敷課税の対象者リスト
実装必須帳

票
EUCで代替可 2.1.

事業所・家屋敷課税を実施した対象者のリスト 実現性評価にて、本帳票の必要性について疑義があったため、要件の
考え方・理由を補記した。

内部 99 101 副本・正本エラーリスト 0100099

副本（中間サーバに登録されているデータ）
と正本（システム内で保持しているデータ）
の情報（税額や税額の算定に必要な情報）に
差異があるものの一覧

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.1.

— 実現性評価にて、本帳票の詳細について記載を求められたため、帳票
概要を補記した。

内部 100 103 各種エラーリスト 0100100 当初課税計算でエラーが発生した者の一覧
実装必須帳

票
EUCで代替可 2.1.

本帳票は税額計算処理に係る機能要
件のエラー・アラートに関連する帳
票であり、複数帳票を用いた実装も
可とする。

— 実現性評価にて、本帳票の実装方法に疑義があったため、備考に詳細
を記載することとした。

内部 101 104 取込みエラー一覧 0100101
国税連携で取り込みエラーとなった課税資料
データの一覧

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.4.

—

内部 102 105 特別徴収義務者送付エラーデータ一覧 0100102
税額通知ファイルに外字等があったデータの
一覧（該当データの該当項目はそのまま一覧
に出力ただし摘要については出力しない）

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.4.

—

内部 103 106 納期特例該当リスト 0100103 納期特例に該当する事業所の一覧
実装必須帳

票
EUCで代替可 1.1.

—

外部 104 107 納期特例承認通知書 0100104 納期特例の承認通知を事業所宛に送付する
標準オプ

ション帳票
汎用紙 1.1.

— 全体方針として、帳票レイアウトを作成しない帳票要件は印字項目を
作成しないこととしたため。

外部 105 108 納期特例却下通知書 0100105 納期特例の却下通知を事業所宛に送付する
標準オプ

ション帳票
汎用紙 1.1.

—

外部 106 109 納期特例取消通知書 0100106 納期特例の取消通知を事業所宛に送付する
標準オプ

ション帳票
汎用紙 1.1.

— 全体方針として、帳票レイアウトを作成しない帳票要件は印字項目を
作成しないこととしたため。

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 内部 107 110 既充当（又は委託納付）額減額一覧表 0100107
配当割額・株式等譲渡所得割額にかかる既充
当（又は委託納付）額減額が減額となる対象
者の一覧

実装必須帳
票

EUCで代替可 2.1.

— 新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

外部 108 111 重複扶養申告確認照会文書(同世帯) 0100108
被扶養者が重複している場合の確認用の照会
文書(同世帯)

標準オプ
ション帳票

汎用紙 5.1.

— 関連する機能の必要性に合わせて要件を緩和した。

外部 109 112 重複扶養申告確認照会文書(別世帯) 0100109
被扶養者が重複している場合の確認用の照会
文書(別世帯)

標準オプ
ション帳票

汎用紙 5.1.

— 関連する機能の必要性に合わせて要件を緩和した。

外部 110 113 住民税申告書(事業所・家屋敷課税) 0100110
事業所・家屋敷課税対象者への送付用の住民
税申告書

＜標準オプション出力条件＞
・前年度情報
・未申告者
・発送希望者
・事業所・家屋敷課税の物件情報　等

標準オプ
ション帳票

汎用紙 1.3.

— 機能要件の見直しと合わせて要件を緩和した。
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利用
区分

内/外
対応方針に対する

判断
対応方針に反対される場合の理由・根拠

（具体的な考慮すべき運用が分かるよう記載してください）

機能要件との対応

構成員ご回答欄

第2.0版からの変更点分類 変更内容修正あり
第2.0版への改定理由

（第1.0版からの変更点）
実装区分

通し
項番

1.0版
項番

帳票名称 帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件帳票ID 要件の考え方・理由
用紙

（外部帳票）
用紙サイズ

（外部帳票）
代替可否

（内部帳票）
備考

内部 111 114 住宅借入金特別控除の確認用リスト
（控除対象が３回目以上の場合）

0100111

住宅借入金等特別控除対象が３回目以上ある
対象を抽出したリスト（データ）
なお、他のエラーリストに含めて出力する対
応でもよいものとする（ただし、エラー理由
による抽出及び並び替えができる形式で出力
できること）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.4.

—

内部 112 115
控除対象扶養親族の確認用リスト（控
除対象が５人以上かつ個人番号の記入
がある場合）

0100112

５人目以降の控除対象扶養親族の個人番号に
記入がある対象を抽出したリスト（データ）
なお、他のエラーリストに含めて出力する対
応でもよいものとする（ただし、エラー理由
による抽出及び並び替えができる形式で出力
できること）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.4.

—

内部 113 116
16歳未満の扶養親族の確認用リスト
（控除対象が５人以上かつ個人番号の
記入がある場合）

0100113

５人目以降の16歳未満の扶養親族の個人番号
に記入がある対象を抽出したリスト（デー
タ）
なお、他のエラーリストに含めて出力する対
応でもよいものとする（ただし、エラー理由
による抽出及び並び替えができる形式で出力
できること）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.4.

—

内部 114 117 登録済み資料の取消・訂正データに関
するチェックリスト

0100114

提出済み給与支払報告書の訂正又は取消の
データがあった対象を抽出したリスト（デー
タ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
また、訂正給与支払報告書が存在するのに、
その給与支払報告書に対となる取消給与支払
報告書が存在しない場合に「未取消給与支払
報告書確認」として出力する

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.4.

—

内部 115 118 登録済み資料の取消・訂正データに関
するチェックリスト

0100115

提出済み公的年金等支払報告書の訂正及び取
消のデータがあった対象を抽出したリスト
（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可 1.4.

—

内部 116 119 徴収区分に関するチェックリスト（租
税条約給与収入の確認リスト）

0100116

徴収区分が併用徴収で、租税条約給与収入の
入力がある対象を抽出したリスト（データ）
なお、他のエラーリストに含めて出力する対
応でもよいものとする（ただし、エラー理由
による抽出や並び替えができる形式で出力で
きること）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等にかかるチェック処理の実施結果として出
力する

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理の結果確認用のリストで
あるため、出力されたリストが、いつの、何の処理結果であるか明示
される必要がある。

関連する機能との整合をとるため、実装区分の見直しを実施した。

内部 117 120
課税資料間の収入額の整合性チェック
リスト（年金収入とその他雑所得の比
較）

0100117

課税資料の年金収入と、合算賦課情報のその
他雑所得が同額となっている対象を抽出した
リスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上

内部 118 121 課税資料間の収入額の整合性チェック
リスト（専従者給与重複）

0100118

専従者の給与収入額が、同額で二重に計算さ
れている疑いがある対象、専従者控除額エ
ラー（第一表と二表の控除額不一致の場
合）、配偶者等と専従者の関係が矛盾してい
る対象、白色専従事業専従者額の条件に該当
しない対象及び専従主の確定申告の専従者給
与の情報と給与支払報告書のマッチングエ
ラー対象を抽出したリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上

内部 119 122 同額の給与支払報告書及び公的年金等
支払報告書の提出者リスト

0100119

同額の給与支払報告書及び公的年金等支払報
告書の提出があった対象者を抽出したリスト
（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上

内部 120 123 特別徴収給与支払報告書の重複確認リ
スト

0100120

特別徴収給与支払報告書が複数提出されてい
る対象を抽出したリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上

内部 121 124 同一人物に対して同額の年金支払があ
る公的年金等支払報告書の確認リスト

0100121

同一人物に支払額が同じ公的年金等支払報告
書が複数枚存在している公的年金等支払報告
書を抽出したリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上

内部 122 125 同一事業所提出資料の給与収入額と前
職分給与収入額の同額対象者リスト

0100122

同じ事業所からの資料で給与収入と前職分給
与収入が一致する対象者を抽出したリスト
（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上
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内部 123 126 その他資料箋提出者の資料登録状況確
認リスト

0100123

その他の資料箋の登録がありその他の資料箋
以外に課税資料がある、又はその他の資料箋
自体が複数件数ある対象者を抽出したリスト
（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する
その他資料箋は、国税連携システム（KSK）
で送信されない確定申告書の付属資料（収支
内訳書や住宅借入金等特別控除の計算明細書
等のe-Taxの添付資料データ）や報酬等の法
定調書（複数枚提出の確認）を指す

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。
また、関連する機能の必要性に合わせて要件を緩和した。

内部 124 127 同一人物確認リスト（同一カナ氏名・
生年月日）

0100124

課税対象者で、住登者と住登外で同一カナ氏
名・生年月日の対象者を抽出したリスト
（データ）
対象者が特定できる情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等の任意のタイミングで実施する、同一人物
のチェック処理の結果を出力する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上

内部 125 128 同一人物確認リスト（同姓同名同生年
月日）

0100125

課税対象者内に同姓同名同生年月日の対象者
を抽出したリスト（データ）
対象者が特定できる情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上

内部 126 129
前年度と新年度の特別徴収義務者指定
番号差異あり対象者リスト（前年度転
勤実績なし）

0100126

前年度転勤実績がなく、前年度最新の指定番
号と新年度の指定番号が異なる対象者を抽出
したリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上

内部 127 130 扶養者関連付け資料の要確認リスト 0100127

扶養関連付けについて採用資料（優先度によ
り自動判定）以外に関連付けされた資料があ
る対象者を抽出したリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する
抽出対象としては、退職給報の他に年金支払
報告書がきており年金支払報告書に扶養の記
載がある場合や、採用する課税資料以外に控
除がある資料の結びつきがある又は採用する
課税資料にはない控除が採用していない課税
資料にある（採用していない扶養関連付けが
ある）場合が該当する

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。
また、業務の確認を通して、出力を必須とすることは過剰な要求であ
ると判断したため、必要性を緩和した。

内部 128 131 住宅借入金等特別税額控除の特定取得
対象リスト

0100128

住宅借入金等特別税額控除の対象となる住宅
等の居住開始年月日が平成26年4月1日以降の
対象者を抽出し、「特定取得」に該当するか
を確認するためのリスト（データ）
対象者及び住宅借入金等特別税額控除の計算
明細を確認するための情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

＜出力項目＞
・住宅の取得等の対価の額又は費用の額に含まれる消費税額等の
税率（8％又は10％）
・対象者
・対象となる課税資料
・居住開始年月日
・特定取得区分
・税務署の局署番号

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。
また、業務の確認を通して、出力を必須とすることは過剰な要求であ
ると判断したため、必要性を緩和した。

内部 129 132
年金特別徴収対象者の要確認リスト
（65歳以上の年金受給者で全部給与特
別徴収）

0100129

65歳以上で年金収入があり全部給与特別徴収
となっている対象者を抽出したリスト（デー
タ）
対象者及び年金所得の有無を特定するための
情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する
65歳以上、年金所得があり（収入ではな
い）、全部給与特別徴収の場合、年金所得に
係る税額を普通徴収または年金特徴にすべき
であり、入力誤りの確認のため該当者を抽出
する

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。
また、業務の確認を通して、出力を必須とすることは過剰な要求であ
ると判断したため、必要性を緩和した。

内部 130 133
年金特別徴収対象者の要確認リスト
（65歳以上の年金受給者で内特別徴
収）

0100130

65歳以上で年金収入があり内特別徴収にも年
金収入がある対象者を抽出したリスト（デー
タ）
対象者及び年金所得の有無を特定するための
情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する
65歳以上、年金所得があり（収入ではな
い）、全部給与特別徴収の場合、年金所得に
係る税額を普通徴収または年金特徴にすべき
であり、入力誤りの確認のため該当者を抽出
する

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。
また、業務の確認を通して、出力を必須とすることは過剰な要求であ
ると判断したため、必要性を緩和した。

内部 131 134 前年度からの年金特別徴収対象者で新
年度年金資料なし対象者リスト

0100131

前年度からの年金特別徴収仮徴収継続者で、
新年度に年金資料がない対象者を抽出したリ
スト（データ）
対象者を確認するために必要な情報を出力す
る
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上

内部 132 135 合算未反映所得の確認リスト 0100132

合算結果に反映されていない所得が、給与支
払報告書又は申告書資料に存在する対象を抽
出したリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

反映されない所得や反映しない条件
として以下を想定している。
・合算後のデータが給与・年金支払
報告書の金額よりも少ないもの
・他給報で年末調整済みの前職給報
・前職分に記載されている支払額と
一致する退職給報
・申告書が複数枚提出されている場
合に優先された申告書に記載がない
所得が他の申告書に記載されている
場合
・課税計算上の給与や公的年金額を
給与支払報告書又は年金支払報告書
上の本来申告すべきと思われる各資
料の合計額が上回っている

同上 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。

内部 133 136 合算未反映控除の確認リスト 0100133

合算結果に反映されていない控除が、給与支
払報告書又は申告書資料に存在する対象を抽
出したリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

反映されない控除や反映しない条件
として以下を想定している。
・優先資料が年末調整済み給与支払
報告書で、扶養等の控除がある乙欄
給報やに年金支払報告書、年末調整
未済の退職給報がある場合
・優先資料が確定申告書で、給与支
払報告書に記載のある控除（配偶
者・扶養・年少・寡婦・障害など）
は確定申告書に記載がない場合
・給与支払報告書の提出があるが、
本人が営業所得として申告し、確定
申告が国税連携された場合

同上 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。

8 / 12



利用
区分

内/外
対応方針に対する

判断
対応方針に反対される場合の理由・根拠

（具体的な考慮すべき運用が分かるよう記載してください）

機能要件との対応

構成員ご回答欄

第2.0版からの変更点分類 変更内容修正あり
第2.0版への改定理由

（第1.0版からの変更点）
実装区分

通し
項番

1.0版
項番

帳票名称 帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件帳票ID 要件の考え方・理由
用紙

（外部帳票）
用紙サイズ

（外部帳票）
代替可否

（内部帳票）
備考

内部 134 137 合算未反映損失の確認リスト 0100134

合算結果に反映されていない損失が、給与支
払報告書又は申告書資料に存在する対象を抽
出したリスト（データ）
対象者及び対象資料が特定できる情報を出力
する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

反映されない控除や反映しない条件
として以下を想定している。
・申告書が複数枚提出されている場
合に、優先された申告書に記載がな
い損失が他の申告書に記載がある場
合
・課税計算上の給与や公的年金額を
給与支払報告書・年金支払報告書上
の本来申告すべきと思われる各資料
の合計額が上回っている場合
・給与支払報告書の提出があるが、
本人が営業所得として申告し、確定
申告が国税連携された場合

同上 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。

内部 135 138 退職分離あり医療費控除対象者確認リ
スト（総所得金額200万円未満）

0100135

医療費控除の対象者で、退職所得（分離）が
あり、住民税の総所得金額等が200万円未満
の対象者を抽出したリスト（データ）
対象者、対象者の所得税の総所得金額等、住
民税の総所得金額等及び退職所得（分離）の
確認ができる情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上

○
上場株式等に係る所

得の異なる課税方式

上場株式等に係る所得の異なる課税方式の選択の廃止に対応するために文言を

修正しております。
内部 136 139 所得税と異なる課税方式による住民税

の申告確認リスト
0100136

市区町村民税の算定に含めない確定申告書情
報がある対象者を抽出したリスト（データ）
対象者及び算定に含めていない確定申告情報
を確認するために必要な情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する
また、課税方式の選択により所得税と住民税
との繰越控除に差がある対象者について出力
を行う

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上 上場株式等の配当所得等に係る
課税方式を一致させることとな
るため要件を削除した。

内部 137 140 退職給与支払報告書提出者確認リスト 0100137

退職給与支払報告書が１枚以上ある対象者を
抽出したリスト（データ）
対象者、対象資料及び前職分資料の有無を特
定するために必要な情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上

内部 138 141 給与支払報告書の従資料の分確認リス
ト（特別徴収分給与支払報告書あり）

0100138

給与支払報告書の従資料として「特別徴収分
給与支払報告書」がある対象者を抽出したリ
スト（データ）
対象者及び対象資料を特定するために必要な
情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上

内部 139 142 普通徴収分給与支払報告書の主従区分
の確認リスト

0100139

複数の給与支払報告書の登録があり、主資料
又は従資料に「普通徴収分給与支払報告書」
がある対象者を抽出したリスト（データ）
対象者及び対象資料の主従の別、対象資料を
特定するために必要な情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

給与支払報告書の主従区分に応じ
た、妥当な資料が登録されているか
を確認するためのリスト

同上

内部 140 143 申告書の重複確認 0100140

課税資料として申告書が複数登録されている
対象者を抽出したリスト（データ）
対象者及び対象資料を特定するために必要な
情報を出力する
資料登録、資料合算、税額計算及び更正処理
等に係るチェック処理の実施結果として出力
する

実装必須帳
票

EUCで代替可
1.4.
2.1.

同上

内部 141 144 外部データの取り込み結果確認リスト 0100141

システム外の電子データ（確定申告書、給与
支払報告書、公的年金等支払報告書、国税連
携関連情報、年金特別徴収異動データ、パン
チデータ、申告特例通知書、申告支援システ
ム及びその他庁内の情報連携で取り込んだ
データ等）の取り込み処理に付随して、出力
する取り込み結果の確認リスト（データ・
紙）

＜出力項目＞
・取り込み件数
・エラー対象及びエラー内容

実装必須帳
票

代替不可 1.4.

その他庁内の情報連携で取り込んだ
データは、機能要件に記載した住民
記録情報、国民健康保険情報、介護
保険情報、生活保護情報、後期高齢
者医療保険情報、障害者情報を指
す。

取り込み処理に合わせて出力することが必要なため、EUC等での代替は
不可としている。

実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。

○ APPLIC意見
帳票ID：0100025　当初課税資料確認用文書と重複する帳票であるため、削

除します。
外部 142 145 （事業所宛）納税義務者住所照会書 0100142 事業所宛の納税義務者住所照会書

実装必須帳
票

汎用紙 3.2.

—

内部 143 146 還付省略申告一枚のみリスト 0100143
合算対象となった課税資料が還付申告・省略
申告のみ対象者について出力するリスト

＜実装必須出力条件＞
・課税資料が還付申告又は省略申告のみ
・課税資料が省略申告かつ給与支払報告書の提出がない
・課税資料が確定申告書のみで給与収入があり、確定申告書の所
得控除の合計が基礎控除額より大きいもの

標準オプ
ション帳票

2.1.

— 実現性評価にて、要件の詳細化を求められたため、業務上の必要事項
を確認し、詳細を追記した。

内部 144 147 併用徴収候補者確認リスト 0100144

本人の徴収希望がなく前年度の徴収方法が併
用徴収でなく給与所得以外の所得がある特別
徴収となっている対象者について出力するリ
スト

実装必須帳
票

2.1.

—

内部 145 148 専従者控除額チェックリスト 0100145
専従者情報の自動更新処理の結果として、専
従者控除額や専従者区分及び専従者人数の確
認を行うためのリスト

標準オプ
ション帳票

2.1.

—

内部 146 149 指定番号事前確認リスト 0100146

給与支払報告書又は公的年金等支払報告書取
込時に，報告書に記載されている指定番号と
登録済みの指定番号で突合できない事業所の
リスト
資料登録処理に併せて出力する

標準オプ
ション帳票

2.1.

—

内部 147 150 徴収区分(新年度特別徴収）チェック＜
現年度：5月退職・一括徴収＞

0100147

新年度の徴収区分が特別徴収又は併用徴収の
対象者のうち、現年度で変更月が５月で退職
又は一括徴収の処理がされている対象のリス
ト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.1.

— 実現性評価にて、帳票名称を見直し、帳票の用途や関連する帳票との
差異の判別を容易にするよう求められたため、表現の見直しを行っ
た。

内部 148 151
徴収区分（新年度普通徴収）チェック
＜現年度：普通徴収から特別徴収へ切
替＞

0100148
新年度の徴収区分が普通徴収となっている対
象者のうち、現年度で普通徴収から特別徴収
への切替処理がされている対象のリスト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.1.

— 実現性評価にて、帳票名称を見直し、帳票の用途や関連する帳票との
差異の判別を容易にするよう求められたため、表現の見直しを行っ
た。

内部 149 153
徴収区分（新年度普通徴収）チェック
リスト（現年度：転勤）

0100149
新年度の徴収区分が普通徴収となっている対
象者のうち、現年度が転勤処理により特別徴
収となっている対象のリスト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.1.

— 実現性評価にて、帳票名称を見直し、帳票の用途や関連する帳票との
差異の判別を容易にするよう求められたため、表現の見直しを行っ
た。
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利用
区分

内/外
対応方針に対する

判断
対応方針に反対される場合の理由・根拠

（具体的な考慮すべき運用が分かるよう記載してください）

機能要件との対応

構成員ご回答欄

第2.0版からの変更点分類 変更内容修正あり
第2.0版への改定理由

（第1.0版からの変更点）
実装区分

通し
項番

1.0版
項番

帳票名称 帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件帳票ID 要件の考え方・理由
用紙

（外部帳票）
用紙サイズ

（外部帳票）
代替可否

（内部帳票）
備考

内部 150 155
徴収区分チェックリスト（現年度：課
税取消あり）

0100150
新年度で２か年処理の対象となったもののう
ち、現年度に課税取消処理の履歴がある対象
のリスト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.1.

— 実現性評価にて、帳票名称を見直し、帳票の用途や関連する帳票との
差異の判別を容易にするよう求められたため、表現の見直しを行っ
た。

内部 151 152
徴収区分（新年度普通徴収・給報特徴
扱い）チェック＜現年度：特別徴収か
ら普通徴収へ切替＞

0100151

現年度で退職又は一括徴収の処理により普通
徴収となっており、新年度も２か年処理で普
通徴収となったもののうち、対象事業所から
の給与支払報告書データに退職日・乙欄区
分・取消区分等がない対象のリスト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.1.

— 実現性評価にて、帳票名称を見直し、帳票の用途や関連する帳票との
差異の判別を容易にするよう求められたため、表現の見直しを行っ
た。

内部 152 156
徴収区分（新年度普通徴収・給報特徴
扱い）チェック＜現年度：特別徴収か
ら普通徴収へ切替（退職以外分）＞

0100152

現年度に退職以外で普通徴収に切り替えたも
ののうち、新年度の徴収区分が２か年処理に
より普通徴収となっており、当該事業所の給
与支払報告書データに退職・乙欄・普通徴収
区分がない対象のリスト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.1.

— 実現性評価にて、帳票名称を見直し、帳票の用途や関連する帳票との
差異の判別を容易にするよう求められたため、表現の見直しを行っ
た。

内部 153 154
徴収区分（名寄せ）チェックリスト
（現年度：徴収区分異動あり）

0100153

名寄せにより現年度と新年度で別番号に賦課
データができているもののうち、現年度で徴
収区分の変更に係る処理を行った履歴のある
対象のリスト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.1.

— 実現性評価にて、帳票名称を見直し、帳票の用途や関連する帳票との
差異の判別を容易にするよう求められたため、表現の見直しを行っ
た。

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 外部 154 157 減免・免除決定通知書 0100154
個人住民税の減免や森林環境税の免除が決定
した納税義務者宛に送付する

実装必須帳
票

汎用紙 3.3.

— WTでの検討結果を優先し、レイアウトは策定しない方針とした。 新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

内部 155 158 併用徴収確認リスト 0100155
併用徴収ありで確定申告書と住民税申告書の
両方を申告している対象を出力したリスト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.1.

—

内部 156 159 申告特例データのみリスト 0100156
申告特例のデータが送信されてきたが、課税
データがない対象のリスト

標準オプ
ション帳票

2.1.

—

外部 157 160 納入額不一致通知書 0100157
課税額及び収納調定額が不一致となっている
事業所宛に送付する

標準オプ
ション帳票

1.1.

— 実現性評価の結果、多数の製品で原則として本帳票が必要となる状況
（課税額と収納調定額が不一致）が生じないことを確認したため、要
件を緩和した。

内部 158 161 中間サーバー一括照会用リスト 0100158
他団体に居住の被扶養者の所得照会を行うた
めの、CSVデータ

標準オプ
ション帳票

5.1.

—

内部 159 162 資料回送一覧リスト 0100159

資料回送一覧のリスト
宛名番号、資料番号、資料種別（回送対象の
課税資料の種類）、生年月日、氏名、氏名
（フリガナ）及び回送先住所を出力

実装必須帳
票

1.4.

— 「回送資料一覧」の出力項目に定義した名称と表現を統一した。

内部 160 164 個人未特定リスト 0100160
納税義務者と紐づかなかった課税資料のリス
ト

標準オプ
ション帳票

1.4.

—

内部 161 166 年金対象者特定警告リスト（前年対象
者比較）

0100161
年金特別徴収継続者で前年度と年金保険者・
年金種類が異なる者のリスト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.4.

—

内部 162 167 相続人・納税管理人チェックリスト 0100162
相続人及び納税管理人の設定調査用の死亡
者・転出者の確認リスト

実装必須帳
票

3.6.

—

内部 163 168 特別徴収通知書及び納入書発送者リス
ト

0100163
特別徴収税額決定通知書、特別徴収税額変更
通知書及び特別徴収納入書の発行者のリスト

実装必須帳
票

EUCで代替可 4.1.

—

内部 164 169 年金特別徴収仮徴収中止発送者一覧 0100164
仮徴収の停止を納税義務者に対して通知する
書面の発送者のリスト

実装必須帳
票

4.3.

—

内部 165 170 年金特別徴収対象者突合結果一覧 0100165
00通知と基幹システムで保有する宛名情報を
突合した際に、該当宛名を特定できなかった
者を抽出

標準オプ
ション帳票

4.3.

—

内部 166 171 基礎年金番号前年不一致リスト 0100166
基礎年金番号の不一致を調査する為の資料
前年・現年の基礎年金番号のマッチングを行
い、一致しないもののリストを出力する

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.1.

—

内部 167 172 合算チェックリスト（特別徴収正常
分）

0100167

資料合算結果が、併用徴収を特別徴収のみに
するものを優先的に確認する為の資料
優先資料が給与支払報告書・公的年金等支払
報告書以外で、課税資料に給与支払報告書が
あり、普通徴収希望、退職及び乙欄のいずれ
にも該当しない場合（退職除外、前職除外は
除く）、資料併合結果を確認するため、所得
等の資料内容を印字する

標準オプ
ション帳票

代替不可 2.1.

—

内部 168 173 合算チェックリスト(給与支払報告書・
公的年金等支払報告書正常分)

0100168

資料合算結果を確認する為の資料
優先資料が給与支払報告書・公的年金等支払
報告書の資料合算結果で該当するデータの正
常分を確認するため、所得等の資料内容を印
字する

標準オプ
ション帳票

代替不可 2.1.

—

内部 169 174 合算チェックリスト（普通徴収締め正
常分）

0100169

資料合算結果を確認する為の資料
優先資料が給与支払報告書・公的年金等支払
報告書以外で、特別徴収正常分に該当しない
資料併合結果を確認するため、所得等の資料
内容を印字する

標準オプ
ション帳票

代替不可 2.1.

—

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 内部 170 175 充当（又は委託納付）対象者異動リス
ト

0100170

充当（又は委託納付）対象者の異動内容を把
握する為の資料
充当（又は委託納付）対象者の異動情報を確
認する為、課税情報・充当（又は委託納付）
情報を一覧形式に印字する
異動後の徴収区分により振分けを行う（特別
徴収分、普通徴収及び併用徴収分）

標準オプ
ション帳票

2.1.

— 新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

内部 171 176 利用届出情報一覧 0100171
正しい市区町村コードの入力を徹底するため
に、利用届出情報（納税者ＩＤ及び宛名番号
など）を抽出する

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.1.

—

内部 172 177 給与支払報告書総括表（イメージ） 0100172
eLTAXで電子的に提出された課税資料情報を
基に作成した、給与支払報告書総括表のイ
メージデータ

標準オプ
ション帳票

1.4.

—
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利用
区分

内/外
対応方針に対する

判断
対応方針に反対される場合の理由・根拠

（具体的な考慮すべき運用が分かるよう記載してください）

機能要件との対応

構成員ご回答欄

第2.0版からの変更点分類 変更内容修正あり
第2.0版への改定理由

（第1.0版からの変更点）
実装区分

通し
項番

1.0版
項番

帳票名称 帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件帳票ID 要件の考え方・理由
用紙

（外部帳票）
用紙サイズ

（外部帳票）
代替可否

（内部帳票）
備考

○ 軽微な修正 内部 173 178 申告先税目更新結果リスト 0100173

eLTAXの利用届の処理において、審査システ
ムで課税番号を登録し、日時次処理により住
民税システムに納税者IDが自動連携した対象
や、納税者IDにおける利用税目削除があった
場合等の対象を処理結果とともに把握するリ
スト

標準オプ
ション帳票

1.1.

—

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 外部 174 179 減免・免除不許可通知書 0100174
個人住民税の減免や森林環境税の免除の不許
可を決定した納税義務者宛に送付する

標準オプ
ション帳票

汎用紙 3.3.

納税通知書に記載せず、個別の帳票としている場合で、システムから
帳票を出力する運用で必要となる。

新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 内部 175 180 減免・免除決裁伺い書 0100175
個人住民税の減免や森林環境税の免除を決定
した対象者を抽出した、内部決裁用の帳票

標準オプ
ション帳票

3.3.

— 新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

内部 176 181 配当・寄附金調査リスト 0100176
配当所得があるもの及び寄附金控除があるも
のの一覧表
税務署調査のために利用する

標準オプ
ション帳票

2.1.

—

外部 177 182 給与支払報告書提出催告状 0100177
特別徴収義務者に総括表を送付した後、給与
支払報告書が提出されなかった場合に送付す
る催告状

標準オプ
ション帳票

汎用紙 3.1.

—

内部 178 183 特別徴収封入封緘委託件数表 0100178

特別徴収税額通知書について封入封緘を業者
委託するため，特別徴収義務者毎の税額通知
書（特別徴収義務者用及び納税義務者用別）
の枚数を記載したもの

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 4.1.

— 実現性評価を通して、業務を確認する中で、専用の様式での紙やデー
タでの出力を必須とすることは過剰であると判断したため、EUCによる
汎用的な出力での代替を可とした。

内部 179 185 特別徴収義務者宛名変更リスト 0100179
特別徴収義務者情報が存在する事業所の宛名
情報に変更が有った場合の確認リスト

標準オプ
ション帳票

1.1.

—

内部 180 186 給与支払報告書未提出特別徴収義務者
調査書

0100180

催告状発送後も給与支払報告書の提出のない
給与支払報告書提出義務者に対して、調査
（電話催告、戸別収集等）を行っていく際に
使用する帳票

＜出力項目＞
・対象者の情報（所在地、名称、送達先、事業種目、税理士、給
与支払報告書種類、本支店区分及び過去３年間の提出状況）
・調査情報の記載欄（調査内容/、処理経過/及び決裁欄）

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 3.1.

EUCの場合は記載欄の項目は出力不要
とする

EUCでの出力については、差し込み印刷で調査用の資料を作成する運用
を想定している。

給与支払報告書の名称と表現を統一した。

内部 181 187 二重課税対象者チェックリスト 0100181

関連宛名を設定をしたことにより、関連元・
関連先ともに課税資料が登録されているのを
抽出
事業所・家屋敷課税分を除き、住民登録者と
住登外登録者の双方で課税資料が登録され、
二重課税となるものを確認するためのリスト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.1.

—

内部 182 189 更正連絡票（給与支払報告書・公的年
金等支払報告書分）

0100182

資料情報のエラーを修正する為の資料として
利用するための個票
バッチ処理にて登録された資料情報のうち、
各項目又は項目間で不整合があった内容や注
意すべき内容をエラーメッセージ又は警告
メッセージとして出力する

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.4.

EUCの場合は記載欄の項目は出力不要
とする

EUCでの出力については、差し込み印刷で確認用の資料を作成する運用
を想定している。

内部 183 190 連絡不可（確定申告）データ抽出 0100183

連絡不可（取消）データ（確定申告書の取込
区分が4・9であるもの）を受信した場合に、
その元となった確定申告書（e-Tax）に基づ
いて課税等を行っていないか確認するための
リスト
連絡不可（取消）データの受付番号と取込済
みの確定申告書の受付番号でマッチングを行
い、出力する

＜出力項目＞
・連絡不可（取消）データの受付番号
・局署整理番号
・利用者識別番号
・基幹系システムに取り込んだ確定申告書の資料番号
・宛名番号
・資料廃止理由

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.4.

—

内部 184 191 受給者番号一括変換義務者一覧 0100184

特別徴収義務者から提出される異動データ
（受給者番号欄に記載した所属情報の変更）
を取り込み、登録済みの受給者番号を更新し
た結果のリスト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.4.

—

内部 185 192 総括表発送希望設定確認リスト 0100185

電子データ給与支払報告書（OCR・パンチ・
申告支援システムデータ）による申告情報を
取り込んだ事業者の内、総括表の発送希望が
発送停止で登録されているもののリスト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.1.

—

内部 186 193 納期特例取消該当者リスト 0100186

現在納期特例が適用されている義務者につい
て、納期特例の対象から除外すべきもの（法
令要件に該当しないもの）を抽出したリスト
納期特例事業所について、下記アからウいず
れかに該当するものを出力する
ア 処理年度の受給者総人員が10人以上のも
の
イ いずれかの月の課税人員が10人以上のも
の
ウ 納期限経過後（未納分）があるもの

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.1.

—

内部 187 194 宛名異動者リスト（引抜き用） 0100187
通知書等の送付物の一括出力後に、宛名に異
動があったものを抽出し、実際の送付前に引
き抜くためのリスト

＜実装必須出力条件＞
・対象帳票
・異動日

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.1.

— 機能要件で定義している項目に表現を統一した。

内部 188 195 課税資料別一覧表 0100188 各年度に入力された課税資料の集計表

＜実装必須出力条件＞
・課税年度
・調定年度
＜出力項目＞
・課税資料別の登録件数（課税者、非課税者、地区別（町別・丁
別等）及び全件）

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.4.

— 汎用的な名称に項目名の表現を見直した。

内部 189 196 寄附金税額控除に係る申告特例通知書 0100189
寄附金税額控除に係る申告特例通知書をイ
メージ化して出力する

標準オプ
ション帳票

1.4.

納税者への説明や通知内容の確認時に印刷して利用する運用を想定し
ている。

申告特例通知の登録がある全てが出力対象となるため、抽出条件の記
載は不要と判断した。

内部 190 197 事業所別受給者別調定額確認リスト 0100190
事業所の各月の従業員ごとの月別の調定額を
確認するためのリスト

＜実装必須出力条件＞
・特別徴収義務者指定番号
・従業員数（○人以上又は以下、範囲で指定）

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 6.1.

従業員の多い事業所等の特定の事業所の各月の従業員ごとの調定額を
一覧形式で抽出し、従業員ごとの給与からの引き去り額と調定額の比
較確認を行うために利用する運用を想定している。

内部 191 198 所得照会対象者リスト 0100191
情報提供ネットワークシステムにおいて遠隔
地被扶養者や事業所・家屋敷課税者の所得照
会を行う対象者について出力したリスト

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.1.

—

内部 192 199 納税通知書出力明細書 0100192 納税通知書の出力件数の集計表

＜出力項目＞
・納税通知書出力件数（過年度、例月処理分、当初分、一般、口
座振替及び年金特別徴収分）
・賦課地住所と現住所が異なる者
・２号課税
・普通徴収切替分
・非ＭＴ分金融機関通知分
・納税通知書出力件数（課税区別）

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 4.2.

—

11 / 12



利用
区分

内/外
対応方針に対する

判断
対応方針に反対される場合の理由・根拠

（具体的な考慮すべき運用が分かるよう記載してください）

機能要件との対応

構成員ご回答欄

第2.0版からの変更点分類 変更内容修正あり
第2.0版への改定理由

（第1.0版からの変更点）
実装区分

通し
項番

1.0版
項番

帳票名称 帳票概要（帳票の用途） 主な出力条件帳票ID 要件の考え方・理由
用紙

（外部帳票）
用紙サイズ

（外部帳票）
代替可否

（内部帳票）
備考

内部 193 200 特別徴収義務者別異動一覧表 0100193

納税義務者の各月の徴収額が変更となった場
合に出力する、特別徴収義務者ごとの異動が
あった納税義務者の一覧表
特別徴収義務者別に異動のあった個人の情報
のみを出力する

＜実装必須出力条件＞
・氏名
・かな氏名
・生年月日
・事業所内一連番号（特別徴収税額通知に印字するため自動採番
される事業所内個人の通し番号）
・受給者番号（事業所から提出される給与支払報告書等に記載さ
れている受給者番号）
・月割額（登録されている月割額を、月を指定して抽出する）
・年税額
・個人番号

＜標準オプション出力条件＞
・異動年月日（バッチ処理日ごとに異動があった人の抽出が可
能）
・異動事由
・入力日（範囲指定可能）
・月次処理ごとの更新対象者

標準オプ
ション帳票

1.1.

—

内部 194 201 扶養重複確認用リスト 0100194
同一世帯内や世帯相互間の扶養重複を確認す
る際のリスト

実装必須帳
票

5.1.

—

外部 195 202 給与支払報告書（個人別明細書） 0100195
特別徴収義務者に対して、当初課税前に送付
する個人別明細書の様式

＜標準オプション出力条件＞
・給与支払報告書（個人別明細書）の発送希望

標準オプ
ション帳票

専用紙 1.2.

—

外部 196 203 調査書（催告書） 0100196
未申告案内等を送付してもなお未申告のもの
に対し送付する文書

標準オプ
ション帳票

汎用紙 3.1.

—

外部 197 204 相続人代表者指定通知書 0100197 相続人代表者を指定したことの通知文書
＜実装必須出力条件＞
・相続人代表者の設定後に初めて税額を通知する者

標準オプ
ション帳票

汎用紙 3.6.

—

内部 198 205 電子申告乙欄給与支払報告書一覧 0100198

摘要等の登録内容から資料情報を修正するた
めに、電子（eLTAX・媒体）で提出された給
与支払報告書データから乙欄給与支払報告書
に係る情報を抽出する

＜標準オプション出力条件＞
・「乙欄」の設定

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.4.

— 実現性評価にて、本帳票に該当する条件のみを出力条件として記載す
べきとのご意見があったため、記載の見直しを実施した。

内部 199 206 電子申告国外住所一覧 0100199

摘要等の登録内容から資料情報を修正するた
めに、電子（eLTAX・媒体）で提出された給
与支払報告書データから国外住所に係る情報
を抽出する

＜実装必須出力条件＞
・「摘要欄」の任意の文言（国外/外国/海外/非居住/出国）

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.4.

— 実現性評価にて、本帳票に該当する条件のみを出力条件として記載す
べきとのご意見があったため、記載の見直しを実施した。

内部 200 207 電子申告出国一覧 0100200

摘要等の登録内容から資料情報を修正するた
めに、電子（eLTAX・媒体）で提出された給
与支払報告書データから出国に係る情報を抽
出する

＜実装必須出力条件＞
・「国外住所表示」の設定

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.4.

— 実現性評価にて、本帳票に該当する条件のみを出力条件として記載す
べきとのご意見があったため、記載の見直しを実施した。

内部 201 208 電子申告条約免除一覧 0100201

摘要等の登録内容から資料情報を修正するた
めに、電子（eLTAX・媒体）で提出された給
与支払報告書データから条約免除に係る情報
を抽出する

＜実装必須出力条件＞
・「条約免除」の設定

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.4.

— 実現性評価にて、本帳票に該当する条件のみを出力条件として記載す
べきとのご意見があったため、記載の見直しを実施した。

内部 202 209 電子申告退職一覧 0100202

摘要等の登録内容から資料情報を修正するた
めに、電子（eLTAX・媒体）で提出された給
与支払報告書データから退職に係る情報を抽
出する

＜実装必須出力条件＞
・「摘要欄」の任意の文言（退職日）
・「就退区分」の設定

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.4.

— 実現性評価にて、本帳票に該当する条件のみを出力条件として記載す
べきとのご意見があったため、記載の見直しを実施した。

内部 203 211 住宅借入金等特別税額控除集計表 0100203 住宅借入金等特別税額控除の集計表
標準オプ

ション帳票
EUCで代替可 2.1.

—

内部 204 212 住宅借入金等特別税額控除異動者一覧
(特別徴収・普通徴収）

0100204
住宅借入金等特別税額控除した異動者の一覧
特別徴収分及び普通徴収分をそれぞれ集計す
る

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 2.1.

—

○ 森林環境税 森林環境税に係る修正になります。 外部 205
市町村民税・道府県民税・森林環境税
更正（決定）通知書

0100205

地方税法施行規則様式第五号の二に規定され
ている帳票
退職所得に係る所得割額の計算ができるた
め、計算結果からこの帳票を出力する

標準オプ
ション帳票

汎用紙 2.1.

－ 実現性評価にて、退職所得に係る所得割額の計算機能が要件化されて
いるのであれば、帳票出力も要件化できることが望ましいとのご意見
を踏まえ追加した。

新設される森林環境税にも関連
する要件であるため、関連する
記載を修正した。

内部 206 賦課決裁簿 0100206
納税通知書発送前の決裁で使用する帳票
調定表とは別に出力する

標準オプ
ション帳票

6.1.

— 実現性評価及び全国意見照会にて、決裁に使用する帳票出力も要件化
できることが望ましいとのご意見を踏まえ追加した。

内部 207 名寄台帳 0100207 課税資料を世帯ごとの一覧で確認できる台帳

＜実装必須出力条件＞
・課税年度
・納税義務者
＜標準オプション出力条件＞
・世帯番号

標準オプ
ション帳票

2.1.

— 機能要件に規定している帳票であることから、整合をとるために追加
した。

○ APPLIC意見
機能ID:0100068で世帯台帳を帳票出力する機能として定義されてるが、帳票

要件に世帯台帳が定義されていなかったため、要件化するもの。
内部 新規 世帯台帳 新規

世帯ごとの情報（前年の賦課情報）を一覧で
確認できる台帳

標準オプ
ション帳票

EUCで代替可 1.1.

— 機能要件に規定している帳票で
あることから、整合をとるため
に追加した。
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